
【様式第1号】

自治体名：宮城県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 6,372,066,250   固定負債 -

    有形固定資産 422,015     地方債等 -

      事業用資産 -     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,025,218

        建物 -     １年内償還予定地方債等 -

        建物減価償却累計額 -     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 -     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 -

        船舶 -     預り金 1,025,218

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 1,025,218

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 6,882,014,157

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） 7,211,214,165

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

インフラ資産 -

土地 -

土地減損損失累計額 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

建物減損損失累計額 -

工作物 -

工作物減価償却累計額 -

工作物減損損失累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

その他減損損失累計額 -

建設仮勘定 -

物品 1,753,500

物品減価償却累計額 -1,331,485

物品減損損失累計額 -

無形固定資産 -

ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 6,371,644,235

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 6,371,644,235

        減債基金 -

        その他 6,371,644,235

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 7,722,187,290

    現金預金 7,208,607,688

    未収金 4,925,938

    短期貸付金 -

    基金 509,947,907

      財政調整基金 509,947,907

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,294,243

  繰延資産 - 純資産合計 14,093,228,322

資産合計 14,094,253,540 負債及び純資産合計 14,094,253,540

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：宮城県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 252,281,436,430

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 -

    その他 280,369,297

純経常行政コスト 252,281,436,430

      社会保障給付 -

      その他 -

  経常収益 280,369,297

        その他 5,963,928,482

    移転費用 244,888,180,741

      補助金等 244,888,180,741

      その他の業務費用 5,963,530,271

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -398,211

        維持補修費 -

        減価償却費 117,484

        その他 -

        その他 3,508,718

      物件費等 1,704,882,947

        物件費 1,704,765,463

        職員給与費 1,703,050

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 252,561,805,727

    業務費用 7,673,624,986

      人件費 5,211,768

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：宮城県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 16,625,397,372 7,021,035,722 9,604,361,650 -

  純行政コスト（△） -252,281,436,430 -252,281,436,430 -

  財源 249,749,267,380 249,749,267,380 -

    税収等 145,700,313,698 145,700,313,698 -

    国県等補助金 104,048,953,682 104,048,953,682 -

  本年度差額 -2,532,169,050 -2,532,169,050 -

  固定資産等の変動（内部変動） -139,021,565 139,021,565

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -117,484 117,484

    貸付金・基金等の増加 9,603,588,919 -9,603,588,919

    貸付金・基金等の減少 -9,742,493,000 9,742,493,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -2,532,169,050 -139,021,565 -2,393,147,485 -

本年度末純資産残高 14,093,228,322 6,882,014,157 7,211,214,165 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：宮城県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 1,018,279

本年度歳計外現金増減額 6,939

本年度末歳計外現金残高 1,025,218

本年度末現金預金残高 7,208,607,688

財務活動収支 -

本年度資金収支額 -2,395,422,736

前年度末資金残高 9,603,005,206

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 7,207,582,470

    地方債等償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 138,904,081

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 9,742,493,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 9,742,493,000

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 9,603,588,919

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 9,603,588,919

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -2,534,326,817

【投資活動収支】

    税収等収入 146,063,572,107

    国県等補助金収入 104,048,953,682

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 278,492,257

  臨時支出 -

    移転費用支出 245,251,439,150

      補助金等支出 244,888,180,741

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 -

  業務収入 250,391,018,046

    業務費用支出 7,673,905,713

      人件費支出 5,211,768

      物件費等支出 1,704,765,463

      支払利息支出 -

      その他の支出 5,963,928,482

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 252,925,344,863



全体財務書類に係る注記 
 

１ 重要な会計方針  
（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

有形固定資産・無形固定資産ともに取得原価によって評価しています。  
 
（２） 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法及び間接法 
     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

物品 15 年  
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法  
（ソフトウェアについては、当広域連合における見込利用期間（5 年）に基づく定額法
によっています。）  

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・・・・自己所有の固定
資産に適用する減価償却方法と同一の方法 （リース期間が 1 年以内のリース取引
及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除きます。） 

 
（３）引当金の計上基準及び算定方法  
   ①徴収不能引当金  
     未収金については、過去の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  
   差額補充法により処理を行っています。 
 
（４）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引（該当なし）  
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及び

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）  
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引  
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

② オペレーティング・リース取引  
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  
 

（５）資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物  
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受



払いを含んでいます。  
  
 
（６）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
 
２ 重要な後発事象  
   該当事項はありません。  
 
３ 偶発債務  
   該当事項はありません。  
 
４ 追加情報  
（１）全体財務書類における対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 
一般会計 一般会計 - - 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 - - 
 
（２）出納整理期間 
   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末
の計数としています。  

 


